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という問題にウエイトを置いたお話しさせていただきます。   













的な産業で、中国が強い、労働集約産業として強いことが確認できるわけです。   
問題は、「鋼鉄」はマイナスのままですが、「鋼鉄製晶」がマイナスからプラスに転じて  
いることです。プラント建設など中国には相当な需要が存在しているという意味で「鋼鉄」  
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表2 WTO加盟の産業別影響 （単位 ％）  
輸出の増減  輸入の増減  産出量の増減   
農業   －4．91   200．65   －0．84   
採掘業   4．64   1．1   3．88   
食品加エ   1．51   12．04   1．05   
紡績業   24．62   21．06   25．29   
アパレル   44．42   30．42   43．41   
皮革   8丁45   17．09   7．80   
木材家具、製紙玩具   0．02   43．38   3．57   
石油精製   －7．22   －3．34   －5．52   
化学原料   －0．33   12．61   0．52   
化学繊維   21．48   23．40   23．04   
建築材料   18．82   41．56   18．06   
金属精錬   －7． －9．98   －7．14   
金属製品   －12．86   －8．84   －11．73   
機械製造   －11．37   －35．96   －15．29   
自動車製造   0．74   159．88   －7．40   
その他運輸機械   15．19   23．70   －14．96   
電器   1．43   27．74   9．67   
電子・通信   1．57   52．45   3．47   
精密機械・計測器   12．19   8．59   8．31   
その他製品   3．47   20．41   3．17   
建築業   26．62   24．29   25．45   
運輸   3．05   1．39   2．21   
サービス   3．20   1．14   2．16   
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表3 WTO加盟の雇用への影響 （単位 万人）  
農業   －279．6  化学原料   6．6  電器   40．8   
採掘業   33．1  化学繊維   12．2  電子・通信   10．8   
食品加エ   9．4  建築材料   126．1  精密機械・計測器  12．4   
紡績業   32－7．9  金属製錬   －39．5  その他製品   15．8   
アパレル   137．4  金属製品   －37．8  建築業   821．4   
皮革   8．1  機械製造   －186．4  運輸   48．1   
木材家具製紙玩具   6．5  自動車製造   －11．7  サービス   103．7   
石油精製   －7．0  その他運輸機械  －22．5  その他   127．9   













ようになっているということです。   
日本・中国・韓国の間で、自由貿易協定が結ばれればどうなるのか。自由貿易協定とい  



















表4 日中韓自由貿易協定の効果（各需要項目の基準値に対する増減率、単位％）  
2年目   4年目   6年自   8年目   10年目   
日本・GDP   0．036   0．025   ・0．017   rO．093   －0．309   
消費   ・0．010   0．024   ・0．004   ・0．072   ・0．239   
投資   0．032   0．016   ・0．035   ・0．120   －0．369   
輸出   1．038   1．080   1．2立4   1．177   1．、101   
輸入   0．906   1．249   1．557   1．710   1．967   
韓国・GDP   1．939   0．514   0．262   0．125   ・0．295   
消費   1．041   0．707   0．434   0．214   －0．008   
投資   5．625   0．524   0．442   0．065   ・0．366   
輸出   1．993   1．920   2．097   1」694   1．233   
輸入   3．516   2．135   1．143   2．685   1．953   
中国・GDP   ・0．427   0．005   0．384   0．606   0．669   
消費   ・0．486   ・0．150   0．221   0．465   0．635   
投資   ・0．166   ・0．360   0・02   0．248   0．798   
輸出   2．940   4．008   4．606   6．334   5．576   
輸入   1．260   2．940   3．878   5．990   5．142   
－5－   
なるということです。   
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て、その力で世界の金融支配をするようにしてしまったというのが、私の持論となります。   













表5 主な電子機器の生産シェア世界一の国・地域  
（カツコ内はシェア、％。電子情報技術産業協会電子部品部会調べ）  
品目   2003年予測   2000年実績   
DVD・ROMドライブ   中国（40．5）   日本（40．8）   
デジタルカメラ   日本（55．6）   日本（73．1）   
DVDプレーヤー   中国（62．2）   中国（36．2）   
カーナビゲーション   日本（62．9）   日本（73．3）   
PDA   中国（29．8）   調査対象外   
ノートパソコン   中国（35．2）   台湾（55．2）   
ハードディスク駆動装置   シンガポール（32．9）   シンガポール（41．3）   
携帯電話機   中国（30．1）   欧州（43．3）   
カラーテレビ   中国（26．7）   中国（24．2）   
デスクトップパソコン   中国（36．5）   北米（27．0）   
カーステレオ   中国（24．7）   北米（17．5）   
VTR   インドネシア（27．5）   中国（21．1）   
出所）「日本経済新聞」2003年4月23日  

























が来るのはそう遠いことではないと私は改めて思いました。   
本日はどうもありがとうございました。  
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